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主要事項説明資料目次
府民生活部

ページ 事 業 名 担 当 課（室）

１ 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）整備事業費 危機管理・防災課

２ 「京の地域力」未来を担う人づくり推進事業費 府民力推進課

３ 消費者行政活性化基金積立金 消費生活安全センター

４ 消費者くらしの安心推進事業費 消費生活安全センター



平成２１年度９月補正予算案主要事項説明

府民生活部

事 業 名 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）整備事業費

予 算 額 ３０１，５００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

人工衛星を通じて緊急地震速報や津波情報などの緊急情報を府・

市町村・住民へ迅速に伝達する全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥ

事 業 内 容 ＲＴ）を整備

２ 事業内容等

目 的

対 象 ・緊急情報受信装置の整備

方法等
事業内容

・同報無線自動起動機の整備 等

府整備分 １２箇所（本庁及び総合庁舎）

市町村整備分 ２６市町村

効 果 ・緊急情報の伝達時間の短縮化

・緊急事態に対する初動体制の確保

担当課・係名 危機管理・防災課 原子力等安全対策担当 課･係 電話番号 075-414-4473

府民生活－１



平成２１年度９月補正予算案主要事項説明

府民生活部

事 業 名 「京の地域力」未来を担う人づくり推進事業費

予 算 額 １５，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

京都の産・官・学・民が連携し、地域社会において公共活動を担

う「地域公共人材」を育成する仕組みを構築

事 業 内 容

２ 事業内容

目 的 一般財団法人 地域公共人材開発機構と協働し、「地域公共人材」

対 象 を育成するための教育プログラムを開発

方法等

協働機関 役 割

大学・大学院 公共政策系科目の講座を提供

ＮＰＯ・企業等 インターンシップに協力

＜プログラム開発対象例＞

・ＮＰＯや地域活動等で活動する人材

・コミュニティビジネスを起こす人材

・企業の社会貢献部門等で働く人材

担当課・係名 府民力推進課 地域力再生担当 課･係 電話番号 075-414-4452

府民生活－２



平成２１年度９月補正予算案主要事項説明

府民生活部

事 業 名 消費者行政活性化基金積立金

予 算 額 ２２０，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

平成２０年度に設置した京都府消費者行政活性化基金の積み

増しを行うことにより、専門的な消費者被害への迅速な対応や

事 業 内 容 市町村消費生活窓口の整備を促進する。

○ 平成２１年度からの３年間で事業を実施

目 的 ＜基金事業の概要＞

対 象 ○ 府消費生活安全センターの機能強化等

方法等 ・ 府消費生活安全センター、広域振興局の相談機能の充実

・ 高度に専門的な消費生活相談への対応力向上

・ 啓発活動の充実・強化

・ 事業者指導の強化 等

○ 市町村の消費生活相談を支援

・ 相談窓口の設置・拡充

・ 専門相談員の配置・増員及びレベルアップ

・ 市町村連携による相談事業 等

（参考）平成２０年度積立額 ３００，０００千円

今回積立額 ２２０，０００千円

積立総額 ５２０，０００千円

担当課・係名 消費生活安全センター 課･係 電話番号 075-671-0030

府民生活－３



平成２１年度９月補正予算案主要事項説明

府民生活部

事 業 名 消費者くらしの安心推進事業費

予 算 額 １００，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

多様化・複雑化する消費者トラブルに迅速に対応するため、専

門的な事案への対応や、府民の身近な相談窓口である市町村の消

事 業 内 容 費生活相談体制を強化

２ 事業内容

(1) 専門性の高い事案への対応強化

目 的 ① 消費者あんしんチームの拡充

対 象 ・各分野の専門家及び関係課職員がチームに参画し、専門性

方法等 の高い相談に対応

② 食品・製品の検査機能の強化

・多発する食品・製品事故に対応するための検査機器を整備

(2) 消費生活相談窓口の整備促進

市町村が行う消費生活相談窓口整備を支援

・消費生活相談員の配置・増員

・相談コーナーの開設 等

担当課・係名 消費生活安全センター 課･係 電話番号 075-671-0030

府民生活－４


